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要旨

【目的】難分解性有機物のセルロース含有量が多い、稻わらの湿式メタン発酵

での資材適性を検証するとともに、バイオエタノール化との創出エネルギー比

較を行い、バイオマス資源としての稲わらの有効利用を構築する。【方法】家畜

ふん尿を主原料としたメタン発酵室内実験装置に、稲わらには前処理として、

サイレージ化、細断と粉砕、メタン発酵消化液に浸漬して高温処理する可溶化

処理を組み合わせて実施し、副資材として投入した。メタンガス発生量を主た

る指標としてメタン発酵の良否を判定した。【結論】サイレージ化と粉砕と可溶

化処理を複合して前処理した稲わらのメタンガス発生量が最大となり、無処理

に比べ約1.3倍となった。生産されたメタンガスのエネルギー量は、バイオエタ

ノール製造実証実験で得られた取得可能熱量と比較すると、単位原料重量あた

りで約2.8倍の熱量であった。稲わらは家畜の残食サイレージであっても、メタ

ン発酵の良質な副資材として利用できるが、分解性を高めるために、粉砕等の

前処理が必要である。

キーワード：メタン発酵、共発酵、稲わらサイレージ
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れる稲わらの処理が課題となっている現状について前節で述べたが、これらの現状を踏ま

えて、近年、稲や稲わらを用いたエネルギー生産の試みに注目が集まっており、京都議定

書の発効やバイオマス利用の進捗状況等の新たな情勢変化を踏まえて、関係省庁の下で、

平成18年3月に新たなバイオマス・ニッポン総合戦略が閣議決定された。

新たなバイオマス・ニッポン総合戦略では、バイオマスエネルギーの導入、未利用バイ

オマス利用の促進、バイオマスタウン構想の加速化が具体的な目標として掲げられている。

特に、未利用セルロース系バイオマスの利用においては、稲わらのエネルギー化が注目さ

れている。

近年の諸外国におけるバイオ燃料の生産においては、トウモロコシや小麦などのバイオ

エタノール化が盛んに行われているが、食糧と競合する原料を用いていることによって食

糧の価格が高騰するという問題を生じせしめている。その点、稲わらを原料としたエネル

ギー生産は食糧と競合しないため、大きなメリットであると言える。

1.3 バイオエタノール化

稲わらを始めとした生物起源であるバイオマスを燃料化したものをバイオ燃料と呼ぶ

が、バイオマスからバイオ燃料を製造する技術には、メタン発酵、エステル化、エタノー

ル発酵、熱分解ガス化、ガス合成、水素化精製、炭化、固形燃料化の８種類がある。その

結果得られるのはバイオガス、バイオディーゼル、バイオエタノール、燃料ガス、BTL(Bi

omass To Liquids)、エコ燃料、炭、木質固形燃料などの８種類のバイオ燃料である(環境

省、2008)。

世界的にすでに実用化されているバイオ燃料は、バイオエタノール、バイオディーゼル、

バイオガスであり、ディーゼル車両が減少してきている(環境省、2005)現状を踏まえ、エ

タノール化が脚光を浴びる状況になってきており、エタノール変換効率に関する研究（折

笠ら、2009）やエタノール原料の収集・運搬に関する研究（芋生ら、2010）など多くの研

究が行われている。

液体燃料であるバイオエタノールと気体燃料であるバイオガスを比較すると、現在の石

油社会において使い勝手が良いのは液体燃料のバイオエタノールであるが、一方で、一般

的に同一原料からのエネルギー生産効率を比較した場合に多くの熱量を得ることができる

のはバイオガスであると言われている（再生可能エネルギー推進委員会）。

1.4 バイオガス化－メタン発酵

（１）メタン発酵原理

メタン発酵のプロセスを 図 1-2に示 す 。

メタン発酵によって発生するメタンガスは、メ タ ン 生 成 古 細 菌 が 有 機 物 を

分 解 す る 際 に 発 生 す る 代謝産物の一つである。この分解過程は基本的に4つの

プロセスで成立している。

①加水分解：様々な種類の嫌気性微生物が作用し、たんぱく質、炭水化物、脂

質、セルロースなどの高分子有機物をその酵素の働きによって低

分子有機物である単糖やアミノ酸、脂肪酸に加水分解する。

②酸生成：加水分解で生成された低分子有機物は、酸生成菌の作用によって有

機酸、二酸化炭素、硫化水素、アンモニアへ変換される。

③酢酸生成・脱水素：酸生成で生成された有機酸は、酢酸生成細菌に よ り 、

酢酸、二酸化炭素、水素に分解される。

④メタン生成：酢酸生成・脱水素で生成された酢酸、水素がメタン生成古細菌の

作用でメタンガス、二酸化炭素、水に分解される。

メタン発酵は、様々な微生物の反応が相互に働きあうことから、原料となる有機物も幅

広いことが特徴である(Heinz and Barbara, 2002)。
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図 1 － 2 メタン発酵プロセス

（２）バイオガスプラント

本稿で取り扱うバイオガスプラントとは、家畜ふん尿を主原料としてメタン発

酵処理してバイオガスを発生させ、バイオガスに含まれるメタンガスをエネルギ

ーとして利用する 施 設 で あ る 。 以下に利点と問題点を列記する。

１）利点

・ 発酵によって原料の流動性が増すので、取り扱いが容易となる。

・ メ タ ン 発 酵 は 密閉系の設備で行われるので、処理過程で発生する悪臭物質

の揮散が防止できる。また、発酵後の液は生糞の悪臭が消失する。

・ 密 閉 系 設 備 で 処 理 す る こ と か ら 、 気化しやすい窒素の外部放出や揮散

がなく、肥料成分となる窒素が残留し、肥料効果が保持される。

・ 原料となる家畜ふん尿の従来方式の処理では不可避的にメタンガスが発生す

る。メタンガスは重大な地球温暖化効果ガスであるため、バイオガスプラント

での処理利用は不可避的なメタンガスの大気放出を減らすことができる。

・ 原料中の病原微生物や雑草種子を死滅もしくは減少させることができる。

・ カーボンニュートラルなエネルギー源 で あ る バ イ オ ガ ス が 得 ら れ る 。

２）問題点

・ 微生物の発酵処理であるため、発酵に関する基本的な知識とこれに基づく適

正な運転管理技術（毎日の原料投入や温度管理）が必要である。

・ 消化液（メタン発酵後の液）を液肥として農耕地へ散布利用できない場合は

汚水浄化処理等を行わなければならない。

・ メタン発酵では、原料の重量や容量が実質的には減量しないため、消化液を

貯蔵するために大容量の貯留タンクを必要とする。

・ 投入する基質の種類や量と、バイオガス収量やガス成分の関係が不明である。

・ メタンガスは可燃性であるため、防爆等の安全対策を施す必要がある。
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・ 処理能力が同一の堆肥化プラントに比べ、施設建設費、ランニングコストが

高額であり、経済性が悪い。

・ バイオガスの輸送技術が未確立なため、現状では発酵槽近くでの利用に限ら

れる。

・ 余剰熱の効率的な利用が確立していない。

上述した利点と問題点の中で、バイオガスプラントの最大の特徴は以下の二点

である。

①カーボンニュートラルなエネルギー源であるバイオガスが得られる。

②施設建設費、ランニングコストが高額なために経済性が悪い。

バイオガスプラントは、家畜ふん尿の処理過程の副産物として環境負荷になら

ないエネルギーを産出し、また、自家消費から余剰となった電力を売電すること

などで収入を得ることが可能である。一方、施設建設費、ランニングコストなど

が高額なため、家畜ふん尿から発生するバ イ オ ガ ス で 得 ら れ た 収 入 と 自 賄

い エ ネ ル ギ ー だ け で は バ イ オ ガ ス プ ラ ン ト の 運 転 収 支 は 赤 字 に な る 。

バ イ オ ガ ス プ ラ ン ト で 処 理 さ れ た 消 化 液 は 上 質 な 肥 料 で あ り 、 また

環境や地域の負担の少ない家畜ふん尿処理法であることは明らかであるが、バイ

オガスプラント建設に当たっては、どのように経営収支のバランスをとるかが大

きな問題である(中久保,2004)。

この問題を解決する方法として副資材の投入が考えられる。

（３）副資材について

副資材とは、主資材である家畜ふん尿に混合してメタン発酵することで 、 メ

タ ン 発 生 量 を 増 加 さ せ る こ と が で き る 、 生ごみやエネルギー作物、農畜産

廃棄物などの有機性資源の総称である。 メ タ ン 発 生 量 を 増 加 さ せ る こ と で ，

余 剰 電 力 の 売 電 収 入 、 余 剰 ガ ス の 売 却 収 入 な ど の 増 加 に よ っ て 経 済 性

を 向 上 さ せ る こ と が 出 来 る 。 そ の た め 、 バ イ オ ガ ス プ ラ ン ト の 運 営 に

は 副 資 材 投 入 が 不 可 欠 で あ る (中久保 ,2004)。

（４）メタン発酵の律速

１ )律速を支配する要因

副資材の利用にあたり、その対象物は液状のものだけでなく固形物も対象とな

る。固形物のメタン発酵では、①固形分の加水分解 (可溶化 )、②可溶化有機物の

低分子化、③有機酸及びアルコールからの酢酸・水素生成、ならびに④メタンガ

ス生成の 4 つの段階が順調に働くことが必要であるが、それぞれの段階で異なる

微生物が関与している。この 4 つの段階のうち、①の固形分の加水分解の効率が

メタンガス発生量および発酵残渣発生量を左右している (坪田ら ,2007)。

２ )加水分解の効率を決める要因

A．資材成分

メタン発酵において、たんぱく質、炭水化物、脂質は加水分解が効率的に進む

といわれている。一方、繊維質はそのセルロース構造によって嫌気性条件下では

分解されにくく、加水分解は進みにくい。

B．資材性状

メタン発酵においては資材が液状化しているものの 方 が 微 生 物 の 作 用 が 働

き や す い た め 、 加 水 分 解 さ れ や す い 。 そ の た め 、 固 形 分 濃 度 の 高 い 資

材 を 利 用 す る 場 合 、 加 水 分 解 促 進 の た め に 前 処 理 に よ っ て 可 溶 化 を 行

う 必 要 が 生 じ る 。
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C．メタン発酵温度

メタン発酵は、 55 ℃付近で活動する高温メタン菌群と 37 ℃付近で活動する中

温メタン菌群が存在する。加水分解は微生物群から分泌される酵素の作用によっ

て行われる。酵素は高温ほど、その作用が働きやすくなるため、高温発酵が中温

発酵より加水分解の効率では有利といわれている。

1.5 稲わらを副資材としたメタン発酵に関する既往の研究

稲わらを副資材としたメタン発酵に関しては、稲の収穫時期を適期よりも遅くし、前

処理は消化液と混合して超高温可溶化処理を行い、発酵温度を52℃の高温で発酵させるこ

とによって、稲わらをメタン発酵の副資材として有効に利用できたという報告がある（中

川、2009）。

しかし、稲わらは、稲の収穫時期に集中的に発生する資材であるから、これを長期にわ

たってメタン発酵の副資材として利用するためのは、稲わらの保存が課題となる。保存性

を向上させるためにサイレージ化した稲わらや、保存中に変質した稲わらがメタン発酵に

利用可能であるか否かに関する試験や、稲わらをバイオエタノールの原料として利用した

場合とメタン発酵した場合の創出エネルギーの比較などの研究はなされていない。

1.6 本研究の目的

本研究の目的は、以下の２点である。

① 稲わらの長期保存形態として稲わらサイレージを選択した。家畜ふん尿を主原料とし

たメタン発酵に稲わらサイレージを副資材として利用するにあたり、稲わらサイレージ

の投入形態（裁断、粉砕、腐敗＝変質）がメタン発酵に及ぼす影響を明らかにすること。

② 稻わらをバイオエタノール化した場合とバイオガス化した場合における、創出エネル

ギー量の比較を行い、バイオガス化の優位性を検証すること。

第２章 稲わらサイレージの投入形態に対する

家畜ふん尿のメタン発酵特性

2.1 はじめに

長期間のバイオガス生産に稲わらを安定的に供給して利用するためには、稲わらの保存

性を向上させる必要がある。サイレージ化は稲わらの保存性を高めるが、サイレージ化し

た稲わらをメタン発酵に投入したときのメタン発酵に及ぼす影響等に関する既存の報告は

ない。そこで、本章では、家畜ふん尿を主原料としたメタン発酵に稲わらサイレージを投

入した場合、その投入形態におけるメタン発酵に及ぼす影響を明らかにすることを目的と

する。

投入形態とは、保存状態の違いから、サイレージと腐敗サイレージの2つを、投入処理

方法の違いから、超高温消化液可溶化処理と粉砕処理を設定した。

サイレージは長期間投入することを想定した処理であるが、実際の場面ではサイレージ

が腐敗してしまうことも想定される。腐敗したとしてもプラントに投入してエネルギーを

得ることが可能か否かを確認するための設定である。超高温消化液可溶化処理は、稲わら

を副資材としてメタン発酵させる際に有効であることが中川(2009)の報告で明らかになっ

ている。そのため、稲わらサイレージに対する処理効果を検討する。粉砕処理は、有機物

の分解速度を高め、メタンガス発生量の増加を期待する処理方法である。
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2.2 実験方法

2.2.1 実験装置

実験装置の概略を図2－1に示す。発酵槽は有効容積１Ｌのガラス瓶を用いた。発酵槽の

加温は恒温器(サンヨー、MIR-253)を用い、発酵温度は恒温器の仕様上限である52℃に保

った。発酵槽はシリコン栓によって密閉し、シリコン栓にガス捕集用の穴をあけ、その穴

にシリコンチューブとガスパックを取り付け、発生したガスを捕集した。ガスパックはガ

ス発生量の計測や成分分析のために一時的に取り外す必要がある。そのため、ガスパック

とシリコンチューブの間にコックを取付け、コックを閉めることによって、発酵槽内の嫌

気性を保った。本実験は、バッチ試験である。

図 2 － 1 実験装置の概略図

2.2.2 供試材料
（１）種消化液

種消化液とは、牛糞生スラリーでメタン発酵を開始する際に、メタン発酵を速やかに安

定して起動させるために用いる基質である。高温発酵を実施している、帯広畜産大学フィ

ールド科学センターのバイオガスプラントの消化液を種消化液として使用した。

（２）稲

稲は、北海道南幌町の農業法人「ほなみ」で食米用として栽培された「きらら397」の

コンバイン収穫済みの籾、コンバイン収穫後に田に散らばった稲わらを採取し、原料とし

て使用した。

稲は採取したままの状態のもの（以下、生わら）、わらのみを材料としてサイレージ発

酵させたもの、籾と稲わらを用いてホールクロップサイレージに発酵させたものを作成し

た。

生わらは初期分析用のサンプルを採取後、速やかに冷凍保存した。

わらサイレージは、生わらを原料として一ヶ月間サイレージ発酵させた後に冷凍し、メ

タン発酵槽への投入直前に自然解凍した。

また、酪農の実際の現場で、残食サイレージをプラントに投入することを想定し、良好

に発酵させたサイレージを意図的に腐敗させたサイレージも作成し、実験に用いた。

良好なサイレージと腐敗したサイレージの違いは、サイレージの品質の基準となるpHと

乳酸の含有量で判定した。



- 7 -

2.2.3 実験条件

（１） 供試材料の前処理

1）サイレージ化

図 2 － 2 に、サイレージ化作業の空気抜き作業の様子を示す。

130cm × 100cm のバルブ式圧縮パックに生わらを約 4kg 詰めて、乳酸菌「畜草 1 号」（雪

印種苗）を 0.12g 添加し、掃除機で空気を抜いて、20 ～ 25 ℃で 1 ヶ月間乳酸発酵させた。

稲わらのみを詰めて発酵させたものをわらサイレージ（以下、わらＳ）、わらとコンバ

インで収穫した籾を一緒に詰めて発酵させたものをホールクロップサイレージ（以下、Ｗ

ＣＳ）とした。

図2-2 サイレージ化作業における空気抜き作業

2）腐敗

図 2 － 3 に腐敗後のＷＣＳを示した。酪農の現場で家畜が残食したサイレージを想定

し、1）の手順と同様に同産地の籾も一緒に袋に入れてサイレージ化したＷＣＳを擬似的

に腐敗させた。

1 ヶ月間乳酸発酵させたＷＣＳをバットに広げて空気にさらし、腐敗が進行しやすいよ

うに全体が軽く濡れる程度の水を添加し、水が蒸発しにくく、かつ、適度に空気が入れ替

わるように小さな穴を開けたラップで覆い、4 日間室温で放置した。水の添加量は全体が

軽くぬれる程度を目安とし、ＷＣＳの籾部には供試材料の 1/7 に相当する重量の水を、Ｗ

ＣＳのわら部には 1/4 の水を添加した。

図2-3 腐敗期間終了時のWCS
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3）裁断と粉砕

稲わらには難分解性のセルロースが含まれているため、メタン発酵させるときに分解さ

れにくい。バイオガスプラントから消化液を引き抜く際の引き抜き管での目詰まりを考慮

すれば、細かく裁断されていることが望ましいと考えられる。ドイツではサイレージ化し

たコーンを粉砕処理した後にバオガスプラントに投入し（新エネルギー財団）、発生した

メタンガスを燃料として電力と売電収入を得ている。ドイツでは売電単価が高額であるた

め、サイレージコーンの前処理にコストをかけても採算は合うが、日本においては売電電

力料金が安価であるため、投入資材の前処理に多大なエネルギーと労力をかけることはた

めらわれる。

本研究において、裁断した稲わらと粉砕した稲わらとでメタンガス発生量に明らかな差

が生じる結果が得られれば、粉砕処理を施すことを考慮に入れても良いと考える。

図2－4にサンプルの裁断と粉砕の違いを示す。本研究では、稲わらや稲わらサイレージ

を2cm程度に切ったものを裁断、0.5cm程度に切ったものを粉砕とした。

図2－4 裁断と粉砕の違い

4）超高温消化液可溶化処理

図 2 － 5 に超高温消化液可溶化処理の様子を示す。

超高温消化液可溶化処理は、高温消化液中の加水分解酵素が 80 ℃付近で効率的に働く

ことを期待する前処理方法である。稲わらのように固形分濃度の高い物質をメタン発酵す

る際に可溶化段階を迅速に行うことがメタン発酵の速度を上昇させる。供試した稲を消化

液に浸し、オーブンで 24 時間× 80 ℃で加温した。稲と消化液の量は、表 2 － 2 に示し

た。超高温消化液可溶化処理によって、稲わらをメタン発酵させる際に投入有機物あたり

のメタン発生量、投入有機物の分解率が増加することは中川(2009)により明らかとなっ

たが、サイレージ化した稲に対する効果は検証されていない。
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図 2 － 5 超高温消化液可溶化前処理

2.2.4 測定項目

（１）発生ガス

発生したバイオガスは取り付けたガスパックにて捕集し、ガスパック中のバイオガスを

ダイアフラム型真空ポンプ（EYELA）に接続した湿式ガスメータ（SHINAGAWA 標準湿

式ガスメータ）に吸引し、その流量をバイオガス発生量とした。メタンガス(CH4)濃度、

炭酸ガス(CO2)濃度はガスクロマトグラフ（島津製作所 GC-14B）を用いて測定した。以

下にガスクロマトグラフの稼働条件を示す。

1) 検出器：TCD
2) キャリアガス :ヘリウムガス

3) カラム温度：80 ℃ 検出器温度：120 ℃

4) メタン、二酸化炭素分析用カラム：信和化工 PorapakQ
5) 分析ガス量：0.5mL

（２）稲、消化液

稲及び消化液は以下の項目を分析もしくは測定した。

測定結果を表 2 － 1 に示す。

1) 総固形分（TS）・有機物分（VS）：通風乾燥機（105 ℃ 24 時間）、電気炉（550 ℃ 18
時間）

2) pH：ガラス電極

3) 乳酸濃度、酸性ディタージェント繊維（ADF）：十勝農業協同組合連合会に飼料分析

を依頼した。

4) アンモニア態窒素濃度(A-N)：水酸化ナトリウム添加水蒸気蒸留法

5) 揮発性脂肪酸(VFA)濃度：リン酸添加水蒸気蒸留法
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表 2 － 1 供試材料の性状の一覧

2.2.5 試験区の設定

表 2 － 2 にバッチ試験における試験区の概要を示す。すべての試験区に消化液 500g を

投入し、投入する副資材の量は 500g の消化液に含有される有機物量と同量となるように

した。

消化液から発生するメタンガス量は副資材に由来しないものであるから、処理区でのメ

タンガス発生量から控除する必要がある。そのために、対照区を設置した。

実験結果を比較対象するにあたっては、わらを副資材として使用した処理に関しては生

わら区を規準とし、籾を副資材とした処理では生籾区を基準とした。基準の試験区と他の

試験区の比較によって、サイレージ化、腐敗、粉砕、消化液可溶化によるメタンガス発生

の特徴を明らかにした。

表 2 － 2 バッチ試験における試験区の概要

TS VS pH 乳酸濃度 ADF A-N VFA
(%) (%) - (%) (%DM) (ppm) (ppm)

※わらSは稲わらのみで作ったサイレージ

消化液 3.2 2.1 7.91 - - 927 1449

生わら 31.8 26.1 - - 39.8 - -

わらS 27.7 23.2 3.9 6.03 39.2 - -

WCSわら 29.6 24.6 4.0 7.31 38.2 - -

腐敗WCSわら 22.7 18.7 5.8 0.94 40.1 - -

粉砕わら 38.0 31.2 - - 39.8 - -

粉砕わらS 28.9 24.1 - - 39.2 - -

試
験
区
名
称

消
化
液

生
わ
ら

生
も
み

わ
ら
S

W
C
S
わ
ら

W
C
S
も
み

腐
敗
W
C
S
わ
ら

腐
敗
W
C
S
も
み

可
溶
化
消
化
液

対照区 500

生わら区 500 49.8 ○

生もみ区 500 15.6 ●

わらS区 500 53.2 ○

WCSわら区 500 43.8 ○

WCSもみ区 500 . 19.4 ●

腐WCSわら区 500 56.3 ○

腐WCSもみ区 500 22.3 ●

粉砕わら区 500 49.8 ○

粉砕わらS区 500 53.2 ○

消化液可溶化対照区 300 200

消化液可溶化わら区 300 49.8 200 ○

消化液可溶化粉砕わら区 300 49.8 200 ○

消化液可溶化わらS区 300 53.2 200 ○

消化液可溶化粉砕わらS区 300 53.2 200 ○

消化液可溶化もみ区 300 15.6 200 ●

消化液可溶化WCSもみ区 300 19.4 200 ●

※表内の数字は投入量[g]

比
較
対
象
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2.3.2 もみに対する処理効果

図 2 － 10 に、もみを供試した試験区における有機物あたりメタンガス発生量の経時変

化を示す。処理方法の違いによる効果を以下に記載する。

（１）WCS（ホールクロップサイレージ）化

もみ区と WCS もみ区ではメタンガス発生量に差がなかった。もみをサイレージ化する

ことによる米粒の分解促進とガス化促進を期待していたが、予想した結果は得られなかっ

た。

（２）腐敗

WCS もみ区と WCS もみ・腐敗区との間にメタンガス発生量の差はなかった。このこ

とから、腐敗に伴ってメタンガス発生量が減少するという悪影響はないと言える。

（３）超高温消化液可溶化処理

もみ区ともみ・可溶化区、WCS もみ区と WCS もみ・可溶化区の試験区を比較すると、

メタンガス発生量がそれぞれ約 5 倍に増加した。このことから、もみや WCS もみに対し

て超高温消化液可溶化処理を施すことによって、メタンガス発生量が大幅に増加すること

が明らかになった。

中川(2009)は水による可溶化処理を行い、本試験と同様にもみに対するメタンガス発

生量の増加効果を明らかにし、稲わらに対しては消化液によって超高温可溶化処理を行い、

メタンガス発生量の増加効果を明らかにした。本試験では消化液によってもみに対して超

高温可溶化処理を行い大きなメタンガス発生量増加効果が認められたため、消化液によっ

て超高温可溶化処理を行うことによって、稲全体に対してメタンガス発生量増加効果があ

るということが明らかになった。また、超高温可溶化がもみのメタンガス発生量を増加す

る効果があるということをより支持する結果となった。もみに対して超高温消化液可溶化

処理を行うことによるメタンガス発生量増加効果は、中川（2009）の報告と同様にもみ

が糊化したことが要因であると考えられる。

（４）WCS 化と超高温消化液可溶化処理の併用効果

もみ・可溶化区に比べ WCS もみ・可溶化区では有機物あたりメタンガス発生量が 44
％多かった。このことから、もみに対して WCS 化と超高温消化液可溶化を併用すること

によって、有機物あたりメタンガス発生量の増加効果が明らかになった。

図 2 － 10 有機物あたりメタンガス発生量（もみ）
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2.4 まとめ

本バッチ試験で、わらに対するサイレージ化、腐敗、超高温消化液可溶化、粉砕の各

処理は、単独ではメタンガス発生量を増減させる効果は認められなかった。

しかし、超高温消化液可溶化と粉砕処理を併用することによって、メタンガス発生量が

飛躍的に増加することが認められた。

サイレージ化によってメタンガス発生量が増加することを期待したが、本実験では増加

効果は認められなかった。しかし、サイレージ化によって、わらは長期保存が可能となり、

粉砕処理と併用することで、稲わらを長期間にわたって投入し、バイオガスを生産できる

可能性が示唆された。

また、サイレージを腐敗させてもメタンガス発生量が減少しないことも明らかになった。

この結果から、家畜の残食したサイレージや保管に失敗したサイレージであっても、バ

イオガスプラントに投入してエネルギー化できる可能性が示唆された。

もみをメタン発酵の副資材として利用することは、食糧と競合しない未利用セルロース

系バイオマスである稲わらをエネルギー生産のために利用しようという本研究の趣旨には

そぐわないが、例えば、家畜の残食をカスケード的にエネルギー生産のために利用すると

した場合、不可避的に、もみもプラントに投入されることが考えられる。そのような場合

であっても、本章で示された結果から、超高温消化液可溶化処理を行うことによって、も

みから有効にバイオガスを取得できる可能性が示唆された。

水田を保全するためには、生産物である稲を余すことなく有効に利用することは重要で

あり、本章の結果によって、稲（特に稲わら）をカスケード的に利用する大きな可能性が

示唆された。

これらの結果を踏まえ、第３章では連続メタン発酵実験によってバイオガス化の実用性

を追及する。投入副資材は長期投入を想定して稲わらサイレージのみに絞る。バッチ試験

で併用処理がメタンガス発生量増加効果が高いことが示されたので、前処理として、超高

温消化液可溶化処理と粉砕処理を併用し、これらの処理が連続メタン発酵に及ぼす影響を

明らかにする。
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3.2.2 供試材料
（１）牛ふん尿スラリー

牛ふん尿スラリーは(独)土木研究所寒地土木研究所別海資源循環試験施設の固液分離液

分ピットから採取した牛ふん生スラリー(固液分離機により大きな敷料等を取り除いたも

の)を用いた。これは同施設のバイオガスプラントで使用されている牛ふん尿である。

（２）種消化液

第 2 章と同様に、帯広畜産大学フィールド科学センターのバイオガスプラントから採

取した高温発酵消化液を供試した。

（３）稲わらサイレージ

第 2 章のバッチ試験で用いた稲わらを 2 ヶ月発酵させて作成した稲わらサイレージで、

冷凍保存したものを供試した。

各材料の性状を表 3 － 1 に示す。

表 3 － 1 供試材料の性状

3.2.3 実験条件
（１）実験区の設定

表 3 － 2 に本実験における実験区を示す。

本章では投入前処理がメタンガス発生量に及ぼす影響を明らかにすることを目的として

いるため、有機物負荷は限界負荷にはこだわらず、中久保（2009）の報告にある炭水化

物の限界負荷 2.4(gVS/L・day)の半分程度とし、発酵阻害が起きにくい設定とした。その

ため、稲わらサイレージを投入する試験区すべてにおけるサイレージ投入量は投入原料の

10 ％にあたる 30g であり、有機物負荷は 1.1(gVS/L・day)とした。

超高温消化液可溶化処理を行った実験区と超高温消化液可溶化処理を行わない実験区を

比較し、超高温消化液可溶化処理効果を検討した。また、粉砕した実験区と粉砕していな

い実験区を比較することで、粉砕処理の効果を検討した。さらに、超高温消化液可溶化処

理と粉砕のどちらも行った実験区も設置し、超高温消化液可溶化処理と粉砕の併用効果に

ついても検討した。

表 3 － 2 実験区の設定

（２）前処理

1) 超高温消化液可溶化処理

図 3 － 2 に超高温消化液可溶化処理の投入方法を示す。

超高温消化液可溶化処理とは、消化液中に棲息している好熱菌の有機物分解能力を利用

TS(%) VS(%) pH NH4
+-N(ppm) VFA(ppm)

牛ふん生スラリー 6.7 4.9 6.55 2056 8269
種消化液 3.5 2.3 7.62 2303 1352

稲わらサイレージ 27.1 22.5 3.96 - -

裁断 粉砕
対照区 300 - - - 300
可溶化対照区 300 - - 200 500
わらS区 270 30 - - 300
わらS可溶化区 270 - - 200 500
わらS粉砕区 270 30 30 - 300
わらS粉砕可溶化区 270 - 30 200 500

※わらSは稲わらサイレージ，可・消は可溶化消化液
※表の数字は投入量[g]

実験区名称
投入物

消化液抜き取り量
生スラリー

わらＳ
可・消
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3.3.4 有機物分解率

表 3 － 3 に各試験区での稲わらの有機物分解率とメタンガス発生量の関係を示した。

裁断区、裁断・可溶化区、粉砕区、粉砕・可溶化区の各試験区における分解率はそれぞ

れ 64 ％、70 ％、57 ％、63 ％であり、裁断・可溶化区が最も有機物が分解されており、

裁断区と粉砕・可溶化区との分解率に差がなく、最も分解率が低かったのが粉砕区である。

粉砕区において一番分解率が低かったのは、消化液引抜作業前の強制撹拌によりスカムを

構成していると考えられる未分解稲わらの一部がそのまま排出されたことが原因であると

考えられる。

注目すべきは裁断区と粉砕・可溶化区との間に差がなかったことである。稲わら有機物

あたりメタンガスの発生は稲わら中に含まれる有機物がメタン発酵によって分解されるこ

とによるものだが、本実験においてメタンガス発生量と有機物分解率の優劣は一致しなか

った。稲わら有機物あたりメタンガス発生量において 19 ％の差があった裁断区と粉砕・

可溶化区の 2 試験区が、分解率において差が生じないのは不自然と考えられる。

表 3 － 3 有機物分解率と有機物(VS)あたりメタンガス発生量

有機物分解率の計算方法を式 3 － 1 に示した。

この式における変数は稲わら由来有機物の Output のみである。稲わら由来有機物の

Output は引き抜いた消化液の強熱減量＝有機物分（VS）から算出したが、排出口を稲わ

らが通過しなければ有機物分解率を正確に計測することができない。連続発酵試験終了後

の片付け作業において、消化液を全て引抜いた後に発酵槽内に残った稲わらを確認した。

裁断した稲を投入した試験区において粉砕処理した試験区と比べて多くの稲わらが残留し

ていた。このことから、連続試験中の毎日の引抜作業の際にも裁断処理をした稲わらを投

入した試験区において稲わらが均等に排出されていなかったことが示唆された。このこと

から、稲わら有機物あたりメタンガス発生量において 19 ％の差があった裁断区と粉砕・

可溶化区の 2 試験区が、分解率において差が生じないという不自然な結果となってしま

ったものと考えられる。

図 3 － 8 は本実験で用いた発酵槽の排出口の拡大図である。

本実験で用いた発酵槽の引抜口の直径は約 2cm であり、裁断処理、粉砕処理をした稲

わらの長さはそれぞれ 2cm、0.5cm である。このことから、下部から消化液を排出する形

態のバイオガスプラントにおいて稲わらサイレージを発酵させる際には、排出口の直径と

同程度に裁断された稲わらでは十分に排出が行われないが、排出口の 1/4 以下の長さに粉

砕処理を行うことによって稲わらの排出が円滑に行われることが示唆された。

裁断 裁断・可溶化 粉砕 粉砕・可溶化

有機物分解率(％) 64.3 70.2 57.0 63.4

VSあたりCH4発生量

(L/gVS・day)
0.310.290.290.26

)13100*)(
−

−
= ・・・（式

稲

稲稲
分解率

Input
OutputInput
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3.4 まとめ

本章では、稲わらサイレージに対する超高温消化液可溶化処理や粉砕処理が家畜ふん尿

連続メタン発酵に与える影響を追究することを目的とした。稲わらサイレージを投入した

試験区において、対照区と比較しメタンガス発生量が 32 ％以上増加した。また、粉砕処

理を施すことによって、メタンガス発生量は 12 ％増加した。これは、粉砕処理によって

稲わらの表面積が増加することで消化液が稲わらに触れる面積が増加し、より多くの稲わ

らがメタンガスに分解した結果であると考えられる。

また、超高温消化液可溶化処理により稲わらサイレージを裁断したのみの試験区と比べ

てメタンガス発生量が 12 ％増加することが明らかになった。この現象に対しては 2 つの

要因が考えられた。その 1 つはスカムの発生量が超高温消化液可溶化処理を行うことに

よって緩和されたこと、もう 1 つはセルロース等の難分解性有機物が分解されたことで

あると考えられる。また、超高温消化液可溶化処理と粉砕処理を併用することによって、

稲わらサイレージを裁断したのみの試験区と比べてメタンガス発生量は 19 ％増加した。

超高温消化液可溶化処理によるメタンガス発生量の増加効果に関しては 2 つの仮説を

立てられるが、次章の第 4 章で明らかにする。

第４章 スカムの発生量がメタン発酵に与える影響

4.1 はじめに

第 3 章において、超高温消化液可溶化処理によるメタンガス発生量増加現象に２つの

要因が考えられた。1 つは超高温消化液可溶化処理によりスカムの発生量が減少したとい

う要因であり、もう 1 つはセルロースなどの難分解性有機物が超高温消化液可溶化処理

により分解され、メタンガス化されやすい易分解性の有機物の割合が相対的に増加したと

いう要因である。これらの 2 つの要因のうち、どちらが有力であるかは定かでない。

連続発酵 39 日目の排出作業において、排出量を本来引き抜かなければいけない 500g
ではなく、誤って 300g としたため、消化液 200g の分だけ消化液の水位が上昇し、38 日

目まで厚く堆積していたスカムの量が大幅に減少した。このことから、消化液に泡切り撹

拌羽根を浸して撹拌することによって、スカムの量が大幅に減少することが示唆された。

そこで本章では、消化液の投入・排出量を調整することによって消化液の水位を調節し、

スカムを破砕させることを試みる。そしてスカムを破砕させた後に、超高温消化液可溶化

処理を施した試験区と施していない試験区とで改めてメタンガス発生量を比較し、超高温

消化液可溶化処理によるメタンガス発生量増加の要因がスカム発生量の減少によるもので

あるかどうかを明らかにすることを本章の目的とする。

4.2 実験方法

4.2.1 スカムの破砕

図 4 － 1 に本実験で用いた発酵槽の撹拌羽根、消化液部、スカム部、バイオガス部の

模式図を示す。撹拌羽根は 3 段の羽根車から構成されており、最下段と中間の羽根車は

消化液の撹拌用であり、最上段の羽根はバイオガスを撹拌したり消化液液面にできるスカ

ムや泡を切るための羽根である。

本実験では、38 日目までは図 4 － 1 の模式図のように、消化液液面と泡切り撹拌羽根

との間の空間にスカムが厚く形成されていた。
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図 4 － 8 に、各試験区における裁断区とのメタンガス発生量の差の割合を示す。10 － 38
日目のメタンガス発生量の差のうち、スカム由来の差を 39 ～ 49 日目のメタンガス発生

量の差と考えると、その他の要因における差は、裁断・可溶化区、粉砕区、粉砕・可溶化

区の各試験区においてそれぞれ 7.7%、4.5%、12.1 ％となる。裁断・可溶化区と粉砕区の

差を加えると、およそ粉砕・可溶化区との差と等しくなる。

このグラフから以下のことが考えられる。

図 4 － 8 メタンガス発生量の裁断区との差の割合

（１）スカム中の有機物量や難・易分解性有機物割合の試験区間差

図 4 － 4 と図 3 － 7 で示したように、粉砕区と裁断・可溶化区及び粉砕・可溶化区と

の間にはスカム発生量に大きな差が生じた。しかし、スカム破砕後のメタンガス発生量の

増減は、スカム発生量の増減と一致しなかった。このことから、スカム中に含まれる有機

物量や難・易分解性有機物の割合が異なるため、必ずしもスカムを破砕することによって

スカム発生量分のメタンガス発生量を望めないことがわかった。しかし、図 4 － 5 に示

すように全試験区において、スカム破砕後にメタンガス発生量が急増していることから、

超高温消化液可溶化処理によりスカム発生量が減少したことはメタンガス発生量に少なか

らず正の影響を及ぼしていると推測される。

（２）超高温消化液可溶化処理による難分解性有機物の分解の可能性

既往研究では、超高温消化液可溶化処理はメタン発酵の初期段階である有機物の低分子

化、可溶化段階を早める効果があるという考察にとどまっていたが、図 4 － 8 で示した

ように、超高温消化液可溶化処理を施した試験区において、スカム以外の要因で粉砕処理

よりもメタンガス発生量を増加させる効果があることが示唆された。有機物の低分子化や

可溶化はメタン発酵の序盤で行われる反応であり、40 日目以降の稲わらを投入していな

い 10 日間を踏まえた算出でもメタンガス発生量に差が生じるということから、易分解性

の有機物の発酵を促進する以上の効果があると考えられる。つまり、セルロース等難分解

性の有機物をより分解しやすい易分解性の有機物に分解する効果があると考えられた。

ただし、本研究ではメタン発酵の前後でのセルロース含有率などの分析を行っておらず、

今後に残された課題である。
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第５章 稲わらのバイオガス化とバイオエタノール化の熱量比較

5.1 はじめに

稲わらのバイオガス化とバイオエタノール化とで熱量比較をした報告はない。バイオガ

ス化の可能性を探るためには、バイオエタノール化との比較によって第 3 章の連続メタ

ン発酵実験の結果から、稲わらから得られるメタンガスの発生熱量を算出ことは可能であ

る。また、本研究で供試した稲わらと同じサンプルを用いて、大成建設とサッポロビール

がバイオエタノールの製造実証実験を共同で行っている。本論文の執筆段階ではエタノー

ルの製造効率の成果が公開されていないが、エタノール生産目標値は定められており、エ

タノール生産目標値の発生熱量については算出することが可能である。

そこで本章では、メタンガスの発生熱量とエタノールの発生熱量を比較することで、稲

わらのバイオガス化の可能性を探ることを本章の目的とする。

5.2 比較方法

5.2.1 規模の比較

供試材料は同じ産地の稲わらを用いたが、本研究とバイオエタノール製造実証施設とで

は実験の規模が異なるため、始めに各々の実験規模を明らかにしておく。

（１）本研究の実験規模

実験施設 ： 独立行政法人土木研究所寒地土木研究所資源保全チーム実験室内

実験期間 ： 平成 21 年 12 月～平成 22 年 1 月

対象原料 ： 稲わら（南幌町より収集）

メタンガス生産 ： 稲わら 30g-wet/日× 28 日× 4 試験区＝ 3.360kg-wet ＝ 0.00336t-wet
⇒ メタンガス 226L/28 日＝ 2946L/年

図 5 － 1 に本研究の連続発酵実験の全景を示す。

図 5 － 1 本研究の連続発酵実験施設の全景
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（２）バイオエタノール製造実証施設の実験規模

実証地区名 ： 北海道ソフトセルロース利活用プロジェクト

事業期間 ： 平成 20 年 9 月～平成 25 年 3 月

実施主体 ： 大成建設（株）・サッポロビール（株）共同実施

延床面積 ： 235.00m2

対象原料 ： 稲わら・麦わら（南幌町、長沼町より収集）

エタノール製造実証 ： 稲わら 8t-wet/年⇒エタノール 1040L/年

図 5 － 2 にバイオエタノール製造実証施設を示す。

図 5 － 2 バイオエタノール製造実証施設

5.2.2 熱量比較の範囲

熱量の比較は原料稲わら 200kg（水分率 15 ％）から生成可能なメタンガスの熱量と、

同じく原料稲わら 200kg から生成されるバイオエタノールの目標生産量 26L を熱量ベー

スに換算した値とを比較する。生産熱量からは、原料の生産にかかるエネルギーや原料運

搬にかかるエネルギー、また製造工程においてかかるエネルギーなどは差し引かれていな

い。よって、単位質量稲わらから生産可能な熱量ポテンシャルに限定した比較である。
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5.2.3 メタンガスの発生熱量算出方法

式 5 － 1 にメタンガスの熱量算出式を示す。

EM ＝ 200 ×(1 － 0.15)× 100/TS × RS × VS × VS × RM × RJ × 10-3・・・・（式 5 － 1）

EM [MJ/200kg 稲わら]・・・・・メタンガスの発生熱量

TS[%]・・・・・第 3 章連続試験で用いた稲わらサイレージの固形分濃度

RS・・・・・生わらから稲わらサイレージを作成した割合

VS[%]・・・・・第 3 章連続試験で用いた稲わらサイレージの有機物濃度

VS [m3/kgVS]・・・・・第 3 章連続試験 10-38 日目における投入有機物あたり

メタンガス発生量の平均値

RM[kcal/m3]・・・・・単位メタンガス体積あたり発生熱量

RJ[kJ/kcal]・・・・・カロリーからジュールへの変換係数

表 5 － 1 に各係数の値を示す。

表 5 － 1 メタンガス熱量算出係数

（１） メタンガスの生産熱量：EM

本研究では、連続試験で発生したメタンガスの発生熱量と同原料の稲わらを用いて大成

建設とサッポロビールとが共同で行っている製造実証実験の目標値を比較し、バイオガス

化の可能性を探る。これにより、エタノール製造実証実験の目標値である、「200kg の稲

わらロールから 99.5 ％純度のエタノールを生産する」という目標で熱量比較を行った。

（２） サイレージ作成割合：RS

第 2 章の図 2 － 2 に示したように、布団圧縮袋に原料生わらを入れて空気を抜き、嫌

気状態を保つようにサイレージの発酵を行った。発酵開始から 1 週間程度は、好気性菌

群が有機物を分解し、袋の中に残っている酸素を消費して二酸化炭素や水蒸気などを排出

するため、機密性が変わる。そのため、発酵開始後も一日に一回程度、袋から掃除機でガ

スを抜く作業を行った。ガスを抜いた分だけ原料から質量が減少するため、サイレージが

完成したときの質量は生わらを投入したときの質量よりも減少する。サイレージ作成後の

質量をサイレージ作成前の原料生わらの質量で除した値が RS である。

記号 値
TS[%] 27.09
R 0.9885S

VS[%] 22.46
R [kcal/m ] 9500M

3

R [kJ/kca] 4.187J
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5.2.4 エタノールの発生熱量算出方法

式 5 － 2 にエタノールの熱量算出式を示す。

EE ＝ 26 × RE × RJ × 10-3・・・・・（式 5 － 2）

EE[MJ/200kg 稲わら]・・・・・エタノールの発生熱量

RE・・・・・単位エタノール体積あたり発生熱量

RJ[kJ/kcal]・・・・・カロリーからジュールへの変換係数

表 5 － 2 エタノール熱量算出係数

5.3 結果と考察

5.3.1 本研究とバイオエタノール製造実証施設の規模比較

（１）延床面積の比較

本研究は（独）土木研究所寒地土木研究所施設内の一室（約 40m2）を用いた研究であ

るが、一方でバイオエタノール製造実証施設の延床面積は 235.00m2 であるため、バイオ

エタノール製造実証施設は本研究の約 6 倍の規模である。

（２）投入稲わら量の比較

本研究では、1 試験区あたり 30g/日× 4 試験区であるため、一日の稲わら投入量は 0.12kg
である。一方、バイオエタノール製造実証施設は 8t-wet/年の投入であるため、平均する

と一日あたり約 22kg の稲わら投入である。よって、バイオエタノール製造実証施設は本

研究の約 183 倍の規模である。

本研究の連続試験は発酵性能が低下しない限界まで有機物負荷を高めた試験ではないた

め、一日あたりの稲わら投入量もバイオエタノール製造実証施設と比較してとても少ない。

しかし、投入負荷を炭水化物の限界負荷である 2.4g（VS/L・day）まで高めたとしても、

一日あたりの稲わら投入量は約 0.26kg であるため、バイオエタノール製造実証施設は本

研究の約 84 倍の規模である。このことから、バイオガス化はバイオエタノール化に比べ、

単位原料を消費するために必要な施設がより広く必要であると言える。

記号 値
RE[kcal/L] 5700

RJ[kJ/kcal] 4.187
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5.3.2 発生熱量比較

表 5 － 3 に同一産地から得られた原料稲わらから得られるメタンガスとエタノールの

生産熱量を示した。

表 5 － 3 熱量生産ポテンシャル

稲わら（水分 15 ％）200kg あたりの生産可能熱量は、メタンガスが 1441 － 1713
(MJ/200kg 稲わら)であり、エタノールの目標値は 620(MJ/200kg 稲わら)である。

10a あたりの生産可能熱量は、5131 － 6143(MJ)であり、エタノールの目標値が 2350
(MJ)である。また、乾物稲わら 1 トンあたりの生産可能熱量は、メタンガスで 8.5 － 10.1
(GJ)、エタノール目標値で 3.6(GJ)である。

これらの結果から、単位原料稲わらあたりの生産可能熱量は、メタンガスがエタノール

の目標値に比べ 2.3 － 2.8 倍も得られることが明らかになった。

稲全形（玄米、稲わら、籾殻）をエタノール化した場合に生産可能な熱量は 16.3
（GJ/dry-ton）と試算されている（環境省、2004）。本研究では、乾物 1 トンあたりの稲

わら単独から生産されるメタンガスのエネルギーポテンシャルは 8.5 － 10.1（GJ）と算

出された。このことから、メタンガスは稲わら単独で稲全形から得られるエタノールの 2/3
の熱量を補うことが可能であり、バイオガス化によるエネルギー生産のポテンシャルが高

いことを示した結果と言える。

5.4 まとめ

本章では、メタンガスの発生熱量とエタノールの発生熱量を比較することで稲わらのバ

イオガス化の可能性を探ることを目的とした。比較検討の結果、バイオガス化はバイオエ

タノール化と比較し、単位原料あたり 2.3 ～ 2.8 倍のエネルギーを生産可能であることが

明らかになった。この結果は稲わらのバイオガス化の高いエネルギー生産ポテンシャルを

示すものである。

一方で、延床面積比較ではバイオエタノール製造実証施設は本研究の実験規模の約 6
倍であり、投入稲わら量比較では約 183 倍の規模である。単位原料を消費するためにバ

イオガス化はバイオエタノール化よりも広大な土地と多大な施設が必要であると言える。

これらのことから、単位原料バイオマスから効率的にエネルギーを取り出すためには、

バイオガス化が有効であることが示唆されたが、一方で、バイオガス化によってエネルギ

ーを取り出すためにはバイオエタノール化よりも広く大きな施設が必要であることが示唆

された。

CH4(裁断) CH4(粉砕・可溶化) エタノール

生産熱量(MJ/200kg稲わら) 1441 1713 620

エタノール換算(L) 60 72 26

10aあたり生産熱量（MJ) 5131 6143 2350

乾物1tonあたり生産熱量(GJ) 8.5 10.1 3.6

エタノール比(倍) 2.3 2.8 -
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第６章 総括

6.1 本研究の目的

本研究では、稲わらの長期保存形態として稲わらサイレージに着目し、稲わらサイレー

ジの投入形態に対する家畜ふん尿のメタン発酵特性を明らかにすることを一つ目の目的と

する。また、同産地から得られる原料を利用してバイオエタノール化と発生可能エネルギ

ー比較を行い、バイオガス化の可能性を探ることを目的とする。

6.2 稲わらサイレージの投入形態に対する家畜ふん尿のメタン発酵特性

（第２章要約）

（１）実験の目的

稲わらサイレージの投入形態に対するメタン発酵特性を明らかにするために、保存形態

の違いから、稲わらのサイレージ化と家畜の残食投入を想定した腐敗サイレージの 2 条

件及び投入処理方法の違いから、超高温消化液可溶化処理（以下、消化液可溶化）、粉砕

処理の 2 条件の投入方法に対するメタン発酵特性を明らかにすることを目的とする。

（２）結果

1)有機物あたりメタンガス発生量

有機物あたりメタンガス発生量はサイレージ化、腐敗、消化液可溶化、粉砕のすべての

単独処理において差が見られなかった。同じく、WCS わら区と腐敗 WCS わら区を比較

し、有機物あたりメタンガス発生量に差はなかった。

一方で、消化液可溶化処理区間で比較すると、消化液可溶化と粉砕処理を併用すること

によって、メタンガス発生量がわら区において 114 ％、サイレージ区において 53 ％増加

した。これらのことから、消化液可溶化と粉砕処理とを併用することによって、有機物あ

たりメタンガス発生量が増加することが示唆された。

2)有機物分解率

全試験区で有機物分解率に差は見られなかった。

（３）結論と課題

生わら区と稲わらサイレージ区、WCS わら区と腐敗 WCS わら区とでメタンガス発生

量に差がなかったため、稲わらサイレージの長期投入と家畜の残食サイレージ投入への可

能性が示された。

一方で、メタンガス発生量の増加が期待された消化液可溶化と粉砕処理については、期

待されたメタンガス発生量の増加効果が見られなかったが、それらの併用処理によってメ

タンガス発生量の大幅な増加効果が確認された。

以上を踏まえ、長期発酵を想定して原料形態を稲わらサイレージに絞り、連続発酵実験

等のより現実のプラントに近い発酵方法によって消化液可溶化や粉砕処理の効果について

明らかにする必要がある。

6.3 稲わらサイレージに対する超高温消化液可溶化処理

及び粉砕処理が家畜ふん尿メタン発酵に与える影響

（第３章要約）

（１）実験の目的

稲わらサイレージは生わらと同程度のメタンガス発生量を見込めることが明らかになっ

た。また、消化液可溶化、粉砕の単独処理ではメタンガス発生量に差がなかったが、それ

らの併用処理によりメタンガス発生量が増加することが示唆された。本実験では、長期発
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酵を想定して原料をサイレージのみに絞り連続発酵試験を行い、消化液可溶化や粉砕処理

がメタン発酵に及ぼす影響を明らかにすることを目的とする。

（２）結果

1)発酵容積あたりメタンガス発生量

発酵容積あたりメタンガス発生量の経時変化の結果から、対照区または可溶化対照区と

比較し、稲わらサイレージを投入したすべての試験区で発酵容積あたりメタンガス発生量

が32％以上増加した。

2)有機物あたりメタンガス発生量

① 消化液可溶化

有機物あたりメタンガス発生量の経時変化の結果から、裁断区と比較し裁断・可溶化区

で有機物あたりメタンガス発生量は12％増加した。このことから、消化液可溶化を行うこ

とによって有機物あたりメタンガス発生量を増加させられることが明らかになった。これ

は、消化液可溶化によって稲わら中に含まれる難分解性有機物であるセルロースやリグニ

ン等の一部が分解され、メタンガス化されやすい易分解性有機物の割合が相対的に増加し

たことと、スカムの発生量が緩和されたことが要因であると考える。

② 粉砕処理効果

裁断区と比較し粉砕区で有機物あたりメタンガス発生量が11％増加した。

このことから、稲わらサイレージを粉砕処理することによって、投入稲わら有機物あたり

メタンガス発生量が増加することが明らかになった。これは、粉砕処理によって消化液が

稲わらに触れる表面積が増加し、稲わらが分解されやすくなったことが要因であると考え

られる。

③ 消化液可溶化と粉砕の併用処理効果

裁断区と比較し、粉砕・可溶化区において有機物あたりメタンガス発生量が19％増加し

た。このことから、粉砕と消化液可溶化を併用することによって、メタンガス発生量が増

加することが明らかになった。

3)スカムの発生量

16日目以降は全試験区において消化液液面に厚さ4～8cmのスカムが形成されたが、可溶

化が施されている試験区は可溶化を施していない試験区と比較しスカムの発生量が緩和さ

れた。スカムは稲わらが液面近くに浮かび上がることによって形成されており、スカム中

には未分解稲わらも含まれていると推測された。そのため、消化液可溶化によりスカムの

形成を抑えられたことにより、メタンガス発生量が増加したと考えられる。

4)有機物分解率

有機物あたりメタンガス発生量において19％の差が生じた裁断と粉砕・可溶化の 2 試

験区において、有機物分解率の差がなく、またメタン発酵の中間生成物である揮発性脂肪

酸にも差はなかったため、稲わらの排出不良の可能性が考えられる。本実験で用いた発酵

槽の引抜口直径 2cmに対して、稲を裁断する長さが 2cmでは長すぎて排出しづらく、排出

口直径の1/4の長さである0.5cmに粉砕することによって、稲わらの排出が滑らかに行われ

ることが示唆された。

（３）結論と課題

連続試験において、稲わらサイレージを投入することによって、対照区に比べ発酵容積

あたりメタンガス発生量が 32 ％増加し、消化液可溶化と粉砕処理の併用処理によって、

裁断区に比べ 19 ％増加した。

粉砕処理においてメタンガス発生量が増加する要因は、稲わらサイレージの表面積が広

がることであると考えられるが、消化液可溶化については、スカム発生量が緩和されたこ

とと、セルロース等の難分解性有機物が分解され、易分解性有機物の割合が相対的に増加

するという 2 つの要因が考えられるが、本実験では結論は得られなかった。
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6.4 スカムの発生量がメタン発酵に与える影響

（第 4 章要約）

（１）実験の目的

第４章の連続発酵試験において、消化液可溶化によるメタンガス発生量の増加効果の要

因について 2 つの仮説が考えられ、1 つはスカム発生量が緩和されたことであり、もう 1
つはセルロース等の難分解性有機物が分解され、易分解性有機物の割合が相対的に増加し

たのではないかという仮説である。

そこで本章では、消化液の投入・排出量を調整することによって消化液の水位を調節し、

スカムを破砕させることを試みた。スカムを破砕させた後に、消化液可溶化を施した試験

区と施していない試験区のメタンガス発生量を比較し、消化液可溶化によるメタンガス発

生量増加の要因がスカム発生量の減少によるものであるかどうかを明らかにすることを、

本章の目的とする。

（２）結果及び結論

本章では以下のことがわかった。

1)消化液液面を撹拌羽根最上部の泡切り撹拌羽根に浸すことによって、スカムを完全に

破砕することが可能である。

2)スカムを破砕することによってメタンガス発生量が急激に増加したことから、スカム

中には未分解稲わらが多く存在している。

3)スカムはフロックの役割を果たしていると考えられるため、消化液液面以外にスカム

の代わりにフロックになりうるものが生じない場合は、メタンガス発生量が減少する。

4)スカム中に含まれる有機物量や難分解性・易分解性の有機物割合には、試験区間に差

がある。

5)消化液可溶化によって、難分解性有機物が分解され易分解性有機物の割合が増加して

いる可能性がある。

6)粉砕と消化液可溶化の併用によるメタンガス発生量の増加効果は線形の関係にとどま

る。

（３）今後の課題

消化液可溶化の効果は、セルロース構造を崩して易分解性有機物に分解していることと

考えられるが、その詳細を検証する必要がある。

6.5 稲わらのバイオガス化とバイオエタノール化の熱量比較

（第 5 章要約）

（１）実験の目的

本章では、メタンガスの発生熱量とエタノールの発生熱量を比較することで稲わらのバ

イオガス化の可能性を探ることを目的とした。

（２）結果と結論

比較検討の結果、バイオガス化はバイオエタノール化と比較し、単位原料あたり 2.3 ～

2.8 倍のエネルギーを生産可能であることが明らかになった。この結果は、稲わらのバイ

オガス化が高いエネルギー生産ポテンシャルを持つことを示すものである。

一方で、実験・実証施設の延床面積比較では、バイオエタノール製造実証施設は本研究

の実験規模の約 6 倍であり、投入稲わら量比較では約 183 倍の規模であった。単位原料

を消費するために、バイオガス化はバイオエタノール化よりも広大な土地と重厚な施設が

必要であることが明らかになった。単位原料バイオマスから効率的にエネルギーを取り出

すためにはバイオガス化が有効であることが示唆されたが、一方で、バイオガス化によっ

てエネルギーを取り出すためにはバイオエタノール化よりも広く大きな施設が必要である

ことが示唆された。
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6.6 本研究の結論と今後の課題

バッチ試験において、生わらと稲わらサイレージ、WCS わらと腐敗 WCS わらとでメ

タンガス発生量に差がなかったため、稲わらサイレージの長期投入と家畜の残食サイレー

ジ投入が可能であることが示唆された。また、連続試験において、稲わらサイレージを投

入することによって、対照区に比べ発酵容積あたりメタンガス発生量が 32 ％増加し、消

化液可溶化と粉砕処理の併用処理によって、裁断区に比べメタンガス発生量が 19 ％増加

した。バイオエタノール製造実証施設の生産目標と本実験で得られた取得可能熱量の比較

においては、単位原料あたり最大で 2.8 倍の熱量のメタンガスを発生可能であることが認

められた。

また、連増試験において、全試験区でスカムが多く発生したが、消化液の液面高さを泡

切り撹拌羽根に浸る高さまで高めることによってスカムを完全破砕することができ、その

ことにより、メタンガス発生量が増加することが期待できることがわかった。ただし、対

照区では、スカムが微生物のフロックの役割をしているためと考えられ、消化液液面のス

カムを破砕することによってメタン生成菌群の活性が弱まり、逆にメタンガス発生量が減

少することが示唆された。稲わらを投入する試験区では、稲わらがガード（乱流枠）に堆

積することによって生成した稲わら塊がフロックの役割を果たすことが示唆されたため、

スカムの破砕がメタン生成菌群の活性の弱まりを生じることはないと考える。

以上より、バイオガス化によって稲わらをエネルギー取得のために有効利用できること

が明らかになった。バイオガス化の際には、稲わらをサイレージ化し、消化液可溶化と粉

砕処理を併用することによって、単位原料あたりではバイオエタノール化と比べてより効

率よくエネルギーを取得できることが明らかになった。

今後の課題として、以下に挙げるような研究を進めていくべきであると考える。

（１）より厳密な稲わらサイレージの投入方法について検討し、実用プラントに近い規模

での発酵の研究を進めるべきである。

（２）セルロース系の難分解性の有機物が消化液可溶化で分解されるメカニズムについて

より詳しく検証を進め、消化液可溶化を現場で導入するべきかどうかを結論付けるべ

きである。

（３）本研究のバイオガス化とバイオエタノール化との熱量比較は、目標値との比較にと

どまった。今後バイオエタノール化の実験値が公表された際には、再度 EPR(Energy
Payback Ratio)等の評価方法により、総合的にエネルギー評価を進め、未利用セルロ

ース系バイオマスの有効活用に向けて研究を進めるべきである。

（４）本研究のメタン発酵は、牛ふん尿スラリーを主体とする消化液を扱ったが、稲わら

のバイオガス化を推進していくために、牛ふん尿以外を主原料とするメタン発酵への

稲わらサイレージの投入効果についての研究を進めていくべきである。
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